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60歳未満で退職される方へ
～確定拠出年金（ＤＣ）に係る手続きのご案内～

ＹＫＫグループ確定拠出年金

ＤＣの加入者が60歳未満で退職される場合、退職後の状況に応じて、個人型ＤＣまたは転職先の企業年金
（企業型ＤＣや確定給付企業年金など）に年金資産を移す（＝移換する）手続が必要です。
手続は、退職後 6ヵ月以内に行う必要がありますので、忘れずに行ってください。

重要

【退職後のおもな流れ】

◆ JIS&T社※から届く 「退職後の手続等に関する案内を確認する」 ⇒ 2～3ページ
・ 退職後1～2ヵ月を目処に、登録の住所に送付されます。

・ 退職後の手続に必要な情報が記載されていますので、必ず確認してください。

◆ 退職後の状況に応じた 「移換（年金資産を移す）先を確認する」 ⇒ 4ページ
・移換先は退職後の状況に応じて異なります。

・ 一定の要件を満たした場合は、例外的に「脱退一時金」として受け取ることも可能です。

・ 移換先の確認や、脱退一時金が受け取れるかどうかについては、みずほグループのコールセンターで相談・確認が可能です。

◆ 退職後6ヵ月以内に 「移換先に応じて必要な手続を行う」 ⇒ 5～7ページ
・ 何も手続をしないまま6ヵ月が経過すると、国民年金基金連合会へ自動的に年金資産が移されます（これを「自動移換」といいます）。

※ 日本ｲﾝﾍﾞｽﾀｰ･ｿﾘｭｰｼｮﾝ・ｱﾝﾄﾞ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱という会社の略称で、ＹＫＫｸﾞﾙｰﾌﾟの業務委託を受け、
加入者のＤＣ専用口座の記録の管理等を行っている会社です。
退職後の問い合わせ窓口はJIS&T社になります。

このロゴが目印！
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送
付
物

① 加入者資格喪失手続
完了通知書

② 資格喪失時のお手続き
のご案内（企業型）

③ iDeCoポータルのご案内
④ 加入者口座属性変更通知書

（加入者資格を喪失された方用）

主
な
内
容

退職に伴い、ＹＫＫｸﾞﾙｰﾌﾟの
確定拠出年金における加入
者の資格を喪失したことを
お知らせする通知書になりま
す。
退職後の手続に必要な情報
が記載されています。

退職後の手続について詳しく
説明している案内になります。
次ページ以降と合わせて、必
ずご一読ください。

移換先が個人型の確定拠出
年金の場合、自分で運営管
理機関を選ぶことになります。
ここには、一部の運営管理
機関と連絡先が参考として
記載されています。

* 全ての運営管理機関は、国民年金
基金連合会のホームページで確認
することができます。

退職後、氏名や住所等が変
更となった場合に提出する
書類です。
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◆ JIS&T社から届く 「退職後の手続等に関する案内を確認する」

見本見本 見本 見本
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以下の両方に該当する方は、退職時の年金資産のうち、会社が負担した掛金（基本掛金）相当は会社へ
返還されるため、会社に返還した後の年金資産が最終的な残高となります。

・ 勤続期間※3年未満で退職した
※ ＹＫＫｸﾞﾙｰﾌﾟで厚生年金保険に加入した月から、退職日の翌日を含む月の前月までの期間。確定拠出年金の加入者期間ではない。

・ 退職の事由が 「自己都合」 「懲戒解雇」 「諭旨解雇」のいずれか

年２回の賞与の原資を使って上乗せした掛金（選択掛金）は、返還の対象外です。

会社が負担した掛金（基本掛金）の会社返還について

退職後の手続期限（退職後6ヵ月以内）について

退職後の手続は、退職後6ヵ月以内に行う必要があります。（6ヵ月経過後の取り扱いは7ページ参照）
具体的には、資格喪失日（退職日の翌日）を含む月の翌月から6ヵ月後の末日まで となります。

（例） 7/31付で退職した方の手続期限

退職日の翌日（8/1）を含む月の翌月（9月）から、6ヵ月後の末日である 2月末日 までに手続をする必要がある。

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

６ヵ月

資格喪失日（退職日の翌日）
を含む月の翌月

6ヵ月後の末日が
手続期限

＊＊＊＊＊ JIS&T社から届く案内と合わせて確認いただきたい点 ＊＊＊＊＊
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◆ 退職後の状況に応じた 「移換（年金資産を移す）先を確認する」

Ｙ
Ｋ
Ｋ
グ
ル
ー
プ
を
60
歳
未
満
で
退
職

転職する
（国民年金の第２号被保険者）

以下に該当する人は、
個人型確定拠出年金に

移してください

①自営業者等になる
（国民年金の第１号被保険者）

②専業主婦（夫）になる
（国民年金の第3号被保険者）

③公務員になる
（国民年金の第2号被保険者）

④転職先の企業年金に
加入できない

（国民年金の第2号被保険者）

脱退一時金

退職後、海外への転出を予定されている方は早めに手続をしてください。！

転職先の企業年金
＊確定拠出年金以外の制度へ移換でき

る場合もあります。
詳細は転職先に確認してください

もしくは

通算企業年金
＊資産を通算企業年金に預けて、将来

受取ることが出来ます

個人型ＤＣ（iDeCo：ｲﾃﾞｺ）

*加入者（掛金拠出可）となります

個人型ＤＣ（iDeCo：ｲﾃﾞｺ）

＊運用指図者（掛金拠出不可・運用のみ）
となります

もしくは

通算企業年金
＊資産を通算企業年金に預けて、将来

受取ることが出来ます

（要件１）

転職先の
企業年金に
加入できる

脱退一時金

個人型ＤＣ （iDeCo：ｲﾃﾞｺ）

＊どちらになれるかは 転職先に確認して
く加入者（掛金拠出可）か、運用指図者

（掛金拠出不可・運用のみ）のださい

転職先の
企業年金
に移したい

掛金を拠出
したい

※ 国民年金の保険料
免除者は、個人型
確定拠出年金の
加入者にはなれない
ため掛金の拠出は
できません。

YES

YES YES YES

（要件２）

NO

NO

NO

NO
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◆ 退職後６ヵ月以内に 「移換先に応じて必要な手続」 を行う

個人型ＤＣ
（加入者）

個人型ＤＣ
（運用指図者）

ご自身で運営管理機関（受付金融機関）を選び、年金資産を移す手続を行ってください

・毎月の掛金は自身で決めることができます。（4ページ①～③以外の人は状況によって金額が異なります。）

【 4ページ①の人】 5,000円～68,000円※（1,000円単位） ※ 国民年金付加保険料、国民年金基金の掛金との合計

【 4ページ②の人】 5,000円～23,000円 （1,000円単位）
【 4ページ③の人】 5,000円～12,000円 （1,000円単位）

・負担した掛金は、小規模企業共済等掛金控除として、全額所得控除の対象になります。

・手続後、現在保有している運用商品は一旦現金化され、個人型の確定拠出年金に移されます。

・移した年金資産と毎月の掛金を運用します。運用商品は運営管理機関のラインナップから自身で選択します。
（ラインナップしている運用商品は、運営管理機関によって異なります。）

・毎月の口座管理費等の手数料は、原則自己負担です。（手数料は運営管理機関によって異なります。）

ご自身で運営管理機関（受付金融機関）を選び、年金資産を移す手続を行ってください

・手続後、現在保有している運用商品は一旦現金化され、個人型の確定拠出年金に移されます。

・移した年金資産のみを運用します。運用商品は運営管理機関のラインナップから自身で選択します。
（ラインナップしている運用商品は、運営管理機関によって異なります。）

・毎月の口座管理費等の手数料は、原則自己負担です。（手数料は運営管理機関によって異なります。）

＊ 年金資産を移換する際には、口座残高から移換手数料4,000円（税抜）が差し引かれます。

転職先の
企業年金

転職先に確認してください。

・手続後、現在保有している運用商品は一旦現金化して転職先の企業年金に移されます。

2022.5.1時点
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要件１～２のいずれかを満たし、脱退一時金を希望される方は、請求先に連絡してください脱退一時金

要件 請求先

【
要
件
１】

次の【①②両方】もしくは【②～⑥すべて】を満たした場合に「脱退一時金」を受
け取ることができます。

① 年金資産残高が、15,000円以下である

② ＹＫＫグループを退職後 6ヵ月以内で、年金資産をまだどこにも移していない
※ 転職先の企業型ＤＣや、個人型ＤＣ等に移す手続をしていない

③ 通算拠出期間※1ヵ月以上5年以下 または 年金資産残高が25万円以下であること
※ ＹＫＫｸﾞﾙｰﾌﾟや他社のＤＣ加入者期間（他の企業年金等からの制度移行がある場合、当該制度

の加入期間含む）と個人型ＤＣで掛金を拠出した60歳までの期間の合算

④ 個人型ＤＣの加入者となる資格がない（日本国籍を有しない海外移住者含む）
具体的には、国民年金の第1号被保険者で国民年金保険料の免除を受けている人

⑤ ＤＣの障害給付金の受給権者でないこと
⑥ 60歳未満である

ＹＫＫｸﾞﾙｰﾌﾟのＤＣから「脱退一時金」を受け取る
ことができます。

【請求先】 ＪＩＳ＆Ｔ社

＜連絡先＞ ０１２０－４０１－２２９
＜平 日＞ 9：00～21：00 ＜土日祝日＞ 9：00～17：00

＊年末年始、GW期間の一部は利用不可

◎給付手数料（税抜400円）がかかります

【
要
件
２
】

個人型ＤＣに加入できない人、国民年金の第1号被保険者で国民年金保険料
の免除を受ける人を対象とした要件です。
次の要件すべてを満たした場合に「脱退一時金」を受け取ることができます。

① 通算拠出期間※1ヵ月以上5年以下 または 年金資産残高が25万円以下であること
※ ＹＫＫｸﾞﾙｰﾌﾟや他社のＤＣ加入者期間（他の企業年金等からの制度移行がある場合、当該制度

の加入期間含む）と個人型ＤＣで掛金を拠出した60歳までの期間の合算

② 個人型ＤＣの加入者となる（＝掛金拠出する）資格がないこと
具体的には、国民年金の第1号被保険者で国民年金保険料の免除を受けている人

③ ＤＣの障害給付金の受給権者でないこと

④ ＹＫＫグループを退職後、2年を経過していないこと

国民年金基金連合会（特定運営管理機関）から
「脱退一時金」を受け取ることができます。

【請求先】
個人型ＤＣの運営管理機関

（受付金融機関）
運営管理機関をご自身で選ぶ必要があります。
退職後JIS&T社から届く「個人型確定拠出年金運
営管理機関」等を参考にして選んでください。

◎移換手数料（税抜4,000円）と脱退一時金裁定手数料（税
抜3,800円）がかかります

みずほグループのコールセンター ： ０１２０－４０１－２２９
＜平日＞ 9：00～21：00 ＜土日祝日＞ 9：00～17：00 ＊ 年末年始、GW期間の一部は利用不可

＊ 口座番号とｺｰﾙｾﾝﾀｰﾊﾟｽﾜｰﾄﾞが必要です。

脱退一時金の要件は非常に複雑なため、ご自身で判断するのは難しいです。みずほグループのコールセンターをご利用ください。

2022.5.1時点 6
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＊＊＊＊＊ 退職後、手続をせずに6ヵ月が経過した場合（自動移換） ＊＊＊＊＊
退職後、手続をせずに6ヵ月が経過すると、ＹＫＫｸﾞﾙｰﾌﾟのＤＣで保有していた運用商品は現金化され、
「国民年金基金連合会」という機関に自動的に年金資産が移されます。これを 『自動移換』 といいます。

自動移換になると、年金資産は国民年金基金連合会による仮預かりの状態となり、運用されずに無利息で
管理され、以下の手数料が年金資産から差し引かれることになります。

また、自動移換になっている期間は、通算加入者等期間※に算入されないため、受け取りを開始できる年齢
が60歳以降になる可能性があります。

※ ＤＣにおいて加入者期間（掛金拠出あり）と運用指図者期間（運用のみ）とを合算した60歳までの期間で、他の制度から資産の移換がある場合には、その算定基礎と
なった期間も含みます。60歳到達時点の通算加入者等期間が10年未満の場合は、受取開始年齢は最長65歳まで繰り下がる。

①国民年金基金連合会へ年金資産を移すための移換手数料 4,320円（税込）

②自動移換時 4,269円（税込）
* 特定運営管理機関の手数料3,240円と国民年金連合会の手数料1,029円の合計

③自動移換中の管理手数料 51円（税込）/月
* 自動移換された月の4ヵ月後から徴収開始 （例）11月に自動移換 ⇒ 翌年3月分から徴収開始

④自動移換から他制度に資産を移換するとき 1,080円（税込）
* 移換先に応じて、この他に手数料がかかる場合があります

＜自動移換となった方に届く案内＞ … JIS&T社より送付

「お取引状況のお知らせ」 ･･･ 自動移換時点の口座（年金資産）状況に関する通知 ＜自動移換の翌月送付＞

「お振込報告書」 ･･･ 国民年金基金連合会へ年金資産を振り込んだことを知らせる通知 ＜振込作業完了後送付＞

「自動移換通知」 ･･･ 国民年金基金連合会に年金資産が振り込まれたことを知らせる通知 ＜移換完了後送付＞

年金資産から手数料
が差し引けなくなった
場合、手数料はかかり
ません。

（注）手続をせずに退職後6ヵ月が経過した時点、または、自動移換となった後、「転職先の企業型ＤＣの加入者」もしくは「個人型ＤＣの加入者（運用指図者）」
となっている場合は、資産と期間は自動的に「企業型ＤＣ」もしくは「個人型ＤＣ」に移換されます。（同一人物という確認がとれた場合に限る）
「企業型ＤＣ」「個人型ＤＣ」の両方に該当する場合は、優先的に「企業型ＤＣ」に移換されます。
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＊＊＊＊＊ よくあるご質問（Ｑ＆Ａ） ＊＊＊＊＊

Ｑ１：最後の掛金は何月分までですか？

Ａ１：最後の掛金は、加入者の資格喪失日（退職日の翌日）を含む月の前月分（原則翌月25日拠出）まで
となります。

（例）9/30付退職の場合、資格喪失日は10/1となるため、最後の掛金は9月分（10/25に拠出予定）までとなります。

Ｑ２：年２回の賞与を利用して、掛金（選択掛金）の上乗せをしています。
賞与からは一旦6ヵ月分の選択掛金が控除されており、その後6ヵ月にわたり拠出される予定になって
いましたが、退職に伴い拠出できなかった選択掛金はどうなるのですか？

Ａ２：退職により、拠出できなかった選択掛金がある場合には、本人へ返金（退職月の翌月）します。
選択掛金として拠出する分には社会保険料や税金はかかりませんでしたが、返金する分は社会
保険料や税金の課税対象となります。

（例）選択掛金として10,000円/月の上乗せをしていた方が9/30付で退職した場合、7月の夏季賞与の原資から一旦6ヵ月分の60,000円が控除され、その後
6～11月分として6ヵ月にわたって拠出される予定でしたが、退職により最後に掛金拠出できるのは9月分までとなり、拠出できなかった10～11月の
2ヵ月分（20,000円）は本人へ返金されます。

Ｑ３：退職後のことはまだ何も決まっていない・・・という場合はどうすればよいのですか？

Ａ３：転職する予定がなく、専業主婦（主夫）にもならない方は、国民年金の第1号被保険者に該当するため、
個人型ＤＣに移す必要があります。
ただし、掛金を拠出するかどうかで、個人型ＤＣの「加入者」または「運用指図者」のどちらかになるため、
選択に応じて5ページにある必要な手続を期限までに行ってください。
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9

Ｑ４：勤続期間3年未満かつ自己都合による退職のため、会社が負担した掛金（基本掛金）相当が会社へ
返還された結果、最終的な年金資産が0円となりました。それでも退職後の手続は必要ですか？

Ａ４：退職後に手続を行うことにより移換先に移せるのは、年金資産だけではありません。ＤＣに加入していた
期間も移換先に移すことができ、通算加入者等期間※に算入されます。

※ ＤＣにおいて加入者期間（掛金拠出あり）と運用指図者期間（運用のみ）とを合算した60歳までの期間で、他の制度から資産の移換がある場合には、
その算定基礎となった期間も含む。60歳到達時点の通算加入者等期間が10年未満の場合は、受取開始年齢は最長65歳まで繰り下がる。

最終的な年金資産が0円のため、脱退一時金は請求できません。（支払う金額がないため）
4ページで、移換先が「転職先の企業型ＤＣ」となる方と、「個人型ＤＣ（加入者）」となる方は、年金資産が
0円でも、加入期間は移換先に移すことができるので、5ページにある手続を行ってください。
4ページで、移換先が「個人型ＤＣ（運用指図者）」となった方は、運用するための年金資産が0円では
移すことができません。（運用するための資産がないため）
この場合、退職後6ヵ月を経過後に国民年金基金連合会に自動移換となり、期間のみ国民年金基金
連合会で管理されることになります。
自動移換後、状況が変わり「企業型ＤＣの加入者」または「個人型ＤＣの加入者（運用指図者）」になった
場合、期間は自動的に「企業型ＤＣ」「個人型ＤＣ」に移換されます。

（同一人物という確認がとれた場合に限る）
「企業型DC」「個人型DC」の両方に該当する場合は、優先的に「企業型DC」に移換されます。

* 本来、自動移換時および自動移換中は手数料が年金資産から差し引かれますが、年金資産が0円の場合は手数料が差し引かれることはありません。

Ｑ５：退職後、ＤＣ口座にあるお金をすぐに受け取ることはできますか？

Ａ５：ＤＣからの受け取りは、原則60歳以降になるため、60歳未満で退職された方は、すぐにお金を受け取る
ことはできません。
ただし、一定の要件（6ページの【要件１】【要件2】のいずれか）を満たした方は、60歳未満であっても、
例外的に脱退一時金として受け取ることができます。

2022.5.1時点
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Ｑ７：個人型ＤＣの「運用指図者」とは、どのようなものですか？

Ａ７：新たに掛金を拠出することなく、ＹＫＫｸﾞﾙｰﾌﾟのＤＣから移した年金資産の運用のみを継続していく人の
ことをいいます。
新たに掛金を拠出することがないため、毎月の口座手数料に見合う一定の運用益が確保できない
場合は、資産が減少することになります。
また、運用指図者であった期間は、ＤＣの通算加入者等期間※には算入されますが、勤続年数には算入
されません（＝退職所得控除額に影響がある）。

※ ＤＣにおいて加入者期間（掛金拠出あり）と運用指図者期間（運用のみ）とを合算した60歳までの期間で、他の制度から資産の移換がある場合には、
その算定基礎となった期間も含む。60歳到達時点の通算加入者等期間が10年未満の場合は、受取開始年齢は最長65歳まで繰り下がる。

Ｑ８：退職後も、みずほグループの各種サービス（インターネットサービスやコールセンター）を利用する
ことはできますか？

Ａ８：退職後6ヵ月間（自動移換になるまで）は利用が可能です。
ただし、スイッチング（運用商品を他の商品に預け替えすること）の指図はできません。

Ｑ９：退職後、手続をせずに6ヵ月経過した（自動移換になった）後の問い合わせ先はどこになりますか？

Ａ９：みずほグループの各種サービス（インターネットサービスやコールセンター）は利用できなくなります。
自動移換後の問い合わせについては、以下の自動移換者専用コールセンターを利用してください。

【自動移換者専用コールセンター】 03 – 5958 - 3736

Ｑ６：移換先の運営管理機関を「みずほ銀行」にしたら、今までの運用商品で運用を継続できますか？

Ａ６：退職に伴い、年金資産は一旦すべて現金化されます。そのため、移換先の運営管理機関を「みずほ
銀行」にしても、今までの運用商品を現金化せずに運用を継続することはできません。
運営管理機関毎の運用商品のラインナップから、改めて選択・購入し、運用をしていくことになります。

2022.5.1時点
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Ｑ１０：個人型ＤＣの運営管理機関（受付金融機関）はどのように選べばよいのですか？

Ａ１０：主に都市銀行・地方銀行・信用金庫・証券会社・信託銀行・生命保険会社、損害保険会社などが運営
管理機関となります。JIS&T社からの案内（2ページの③）にも一部記載されていますが、運営管理機関
になっている全ての金融機関は、ｉＤｅＣｏ（イデコ：個人型ＤＣ）公式サイトで確認できます。

【ｉＤｅＣｏ公式サイト】 https://www.ideco-koushiki.jp/

その数は100を超えますので、金融機関毎で異なる次の a～c の3つのポイントで検討してみるとよい

でしょう。

a. 運用商品の品揃え … 充実した品揃えか？自分が希望する運用商品を取り扱っているか？

b. 各種手数料 … 毎月かかる口座管理料や運用商品にかかるコスト（信託報酬等）はどうか？（個人型は自己負担になります。）

c. コールセンター等の各種サービス … オペレーターの対応はどうか？サービスの利用時間は十分か？

例えば、「毎月の掛金や年金資産が少ない人はコストを抑えるため毎月の口座管理料が安い所」を、
「掛金や年金資産が多く、積極的に運用をしたい人は運用商品の品揃えがよく、かつ、商品にかかる
コスト（信託報酬等）も安い所」をポイントにする等、各人の状況に応じて選択しましょう。
運営管理機関は途中で変更もできますが、変更の度に年金資産を現金化して移す作業が必要になる
ため、余計な費用もかかり効率も悪くなりますので、なるべく最初によく検討しておきましょう。

ちなみに、運営管理機関との基本的なやりとりは、電話かインターネットになりますので、近くに実店舗
（窓口）があるかどうかはあまり気にする必要はありません。

★ ｉＤｅＣｏ（イデコ：個人型ＤＣ）の疑問はここで解決 ★
NPO確定拠出年金教育協会が運営している「ｉＤｅＣｏナビ（個人型確定拠出年金ナビ）」は、
制度のしくみの説明や、運営管理機関の選び方、金融機関による手数料や運用商品の
違い等について調べることができます。是非ご活用ください。 ⇒ 詳しくは次のページで！
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当資料は、2022年5月1日時点の確定拠出年金法および政省令、その他の公表されている情報に基づいて作成したものであり、その正確性、完全性等について保証するものではありません。
そのため、記載内容は、今後変更になる場合があります。


